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要   旨  
   
  本件は、EC の遺伝子組換え産品事件及び EC のホルモン牛肉 II 事件（米国カナダの譲
許停止継続事件） という、 国際社会で注目を集めた 2 つの事件の後に発出された SPS 紛争
の判断であり、先の 2 件で問題となった SPS 協定第 5 条 1 項の義務がどのように解釈適
用されたのかをみる上で重要な位置づけにあった。 第 5 条 1 項は、 衛生植物検疫措置を 「リ
スク評価に基づいてとる」 ことを要求するもので、 科学的基礎を求める SPS 協定上の重要
な条文の一つである。本稿では、この第 5 条 1 項の解釈適用にどのような展開があったか
に注目したが、本件が、火傷病に関する日本のリンゴ検疫事件と同様の植病を扱っていた
ことから、科学的知見について、新規の事件に比べて論争が少なく、第 5 条 1 項の適用が
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ァカルティフェロー）の成果の一環である。2011 年 3 月 10 日の研究会における筆者の報告に対して、研
究会メンバーから貴重なコメントを頂戴している。   2
１．  はじめに 
本件は、EC の遺伝子組換え産品事件1及び米国カナダの譲許停止継続事件（以下、 「EC
のホルモン牛肉 II 事件」とする）2という、国際社会で注目を集めた 2 つの事件の後で発
出された SPS 紛争の判断であり、先の 2 件で問題となった SPS 協定第 5 条 1 項の義務が
どのように解釈適用されたのかをみる上で重要な位置づけにあった。第 5 条 1 項は、衛生
植物検疫措置を「リスク評価に基づいてとる」ことを要求するもので、科学的基礎を求め
る SPS 協定上の重要な条文の一つである。本稿では、この第 5 条 1 項の解釈適用にどの
ような展開があったかに注目したが、本件がリンゴの火傷病に関する日本のリンゴ検疫事
件3と同様の植病を扱っており、科学的知見について、新規の事件に比べて論争がなかった
ことから、第 5 条 1 項の適用が比較的、容易であったことが指摘できる。第 5 条 1 項の解
釈については、EC のホルモン牛肉 II 事件の上級委員会判断を踏襲するところに落ち着い
ている。ある意味、解釈・結論共に、予想どおりの結果であったわけであるが、敗訴が分




なお SPS 協定には、 科学的基礎を要求する義務のほか、 他のリスク決定との整合性や代
替措置との比較という義務もある。本件では、第 5 条 5 項（整合性要件） 、第 5 条 6 項（必
要性要件） 、 さらには附属書 C 「手続の不当な遅延なく行われる」 義務についても争われた。
しかし、結果的には、第 5 条 1 項以外の義務については違反が認定されなかった。過去の
SPS 紛争についても言えることであるが、 科学的基礎を求める第 5 条 1 項の義務違反が認
められることは多く、この点で原告が勝訴することはあっても、SPS 協定上のその他の義
務での勝訴はなかなか難しいという傾向がある。これは原告が、第 5 条 1 項の義務違反の
立証を中心に訴訟準備を行い、 ほかについては若干、 主張立証が不十分な傾向があるのか、
あるいはパネルの段階でパネリストが第 5 条 1 項以外の義務の取り扱いに不慣れさがある
のか、この点についても今後の傾向を注視していく必要がある。 
 
２．  事実の概要 
２－１  措置の概要 
豪州は、NZ からのリンゴの輸入を 1921 年から禁止しており、NZ は、1986、1989、
1995 年に豪州に対して、 リンゴの輸入解禁要請をおこなったが、 それは認められなかった。
NZ は 4 度目の解禁要請を 1999 年 1 月に行い、豪州検疫査察庁（Australian Quarantine 
and Inspection Service: AQIS）はそれをうけて、リスク評価を開始した。同庁は、本件
                                                  
1  European Communities — Measures Affecting the Approval and Marketing of Biotech Products 
(“EC-Biotech(GMOs)”), Panel Report, WT/DS291/R, WT/DS292/R, WT/DS293/R, adopted 
21 November 2006. 
2  United States/Canada — Continued Suspension of Obligations in the EC-Hormones Dispute, Panel 
Report, WT/DS320/R, WT/DS321/R, as modified by the Appellate Body Report, WT/DS320/AB/R, 
WT/DS321/AB/R, adopted 10 November 2008. 
3  Japan — Measures Affecting the Importation of Apples, Panel Report, WT/DS245/R, as modified by 
the Appellate Body Report, WT/DS245/AB/R, adopted 10 December 2003.   3
で問題となった、 「輸入リスク分析報告書 （Final Import Risk Analysis Report for Apples）  
（以下 IRA） 」を 2006 年 11 月に最終的に公表（パネル paras.2.30-32） 。IRA によれば、
豪州の保護水準 （ALOP） は、 定性的なもので、 「ゼロではないが、 きわめて低いレベル （very 
low level）までリスクを下げるレベルに植物検疫措置を設定する」とされている（パネル
para.2.59） 。IRA のリスク評価の結果、NZ が問題としたのは以下の 17 の措置（ただし措
置 12 が失効していることに当事国が後に合意したので、16 の措置となった） （また、これ
ら 16 の措置は IRA に実際に記載されているとされている[パネル para.7.154]） 。 
（火傷病に関して） 
措置 1  火傷病の無病地帯からの果実であること。 
措置 2  火傷病の病徴がないか園地検査をすること（全体の 1％の樹木の病徴であっ
ても、肉眼観察可能な、95％の精度で、開花後 4－7 週間の間に行われるこ
と） 。 
措置 3  園地検査の方法が確立していること（とりわけ病徴がないかについての肉眼
検査、検査時間、検査官の訓練や資格に関することを含む） 。 
措置 4  園地検査の前に、剪定などをして病徴を隠すような行為があった場合には、
園地を閉鎖すること。 
措置 5  肉眼検査で病徴が確認された場合には、園地を閉鎖すること。 
措置 6  梱包施設においてリンゴが殺菌消毒されること。 
  措 置 7  リンゴに直接触れる梱包器具等の殺菌。 
  措 置8  輸出のために登録された梱包施設が、登録された園地からのリンゴのみを取
り扱うこと。 
 （ がん腫病） 
  措 置 9  がん腫病の無病地帯からのリンゴであること。 
措置 10  輸出のための園地のすべての樹木が検査されること （すべての樹木を各列の
両側から検査、あるいは樹木の上部をはしごを使って検査） 。 
措置 11  すべての樹木の株を検査。 
× 措 置 12  園地検査の前に、 剪定などをして病徴を隠すような行為があった場合に
は、園地を閉鎖すること（この措置は失効） 。 
措置 13  がん腫病が観察された場合には園地からの輸出の停止。 
（リンゴタマバエ:apple leafcurling midge（ALCM） ） 
措置 14  検査（2 つの選択肢あり） 
・  ランダムに１輸出枠から 3000 サンプルに対する病徴検査 
・  ランダムに１輸出枠から 600 サンプルに対する病徴検査 
 （ 全体） 
措置 15  豪州検疫査察庁の植物防疫官が、園地検査、梱包施設・果実検査に立ち会う
こと。 
措置 16  NZ 政府が、豪州へ輸出を行う登録された園地が標準的な商業慣行に従うこ
とを確保すること。 
措置 17  梱包施設は、施設内の配置について詳細を説明すること。 
   4
２－２  事件の経緯 
・協議要請  2007 年 8 月 31 日 
・パネル設置要請  2007 年 12 月 6 日 
      ・パネル設置  2008 年 3 月 3 日 
      ・パネル組成  2008 年 3 月 12 日 
パネリスト  P.J.A. Swart (議長), William Ehlers, Kirsten Hillman 
第三国  チリ、EC、日本、パキスタン、台湾、米国 
専門家 7 名（2008 年 12 月 15 日選定） 
Dr. T. Deckers, Dr. J.P. Paulin (火傷病) 
Dr. B. Latorre, Dr. T. Swinburne (がん腫病) 
Dr. J. Cross (ALCM), Dr. G. Schrader, Dr. R. Sgrillo (害虫のリスク評価) 
      ・パネル報告配布  2010 年 8 月 9 日 
      ・上訴  （豪州  2010 年 8 月 31 日、  NZ  2010 年 9 月 13 日） 
上級委員  Zhang(議長), Hillman, Oshima 
      ・上級委報告配布  2010 年 11 月 29 日 
・DSB 採択  2010 年 12 月 17 日 
      ・実施のための妥当な期間 2011 年 8 月 17 日までと合意（DSB2011 年 1 月 31 日付） 
 
３．  論点ごとの要旨 
 
論点  パネル  上級委員会 
附属書 A（１） 「SPS 措置」 NZ の主張を支持  パネルに誤りなし 
第 5 条 1 項  リスク評価  違反認定  パネル認定支持 
DSU 第 11 条  客観的評価  －  パネルの審査方法に誤りなし 
第 5 条 5 項  整合性要件 NZ の主張を棄却  上訴なし 
第 5 条 6 項  必要性要件  違反認定  パネル認定取消 
附属書 C（１） 「手続の不当
な遅延」  
NZ の主張を棄却  パネルに誤りあり 
 
 
３－１  附属書Ａ（１）の「ＳＰＳ措置」 
NZ の主張 
  パネルは 16 の措置を個別に検討すべきである（para.7.103） 。 
豪州の主張 




  問題とされている措置が SPS 措置であるかどうかは、附属書 A（１）に挙げられる目的  5
に各措置がそっているかどうかによる（para.7.118） 。16 の措置は、附属書 A（１） （a）
のいう、病気の侵入、定着、まん延によって生ずるリスクに明らかに関係したものである
（para.7.139） 。また、同附属書は「衛生植物検疫措置には、関連するすべての法令、要件
及び手続を含む」 としているが、 16 のそれぞれの措置は 「手続」 に該当する （para.7.163） 。
以上によりパネルは豪州の主張を否定する（para.7.187） 。 
上訴国（豪州）の主張 
  豪州は、16 のすべての措置が全体として、あるいは適切にグループ化されて SPS 措置
とされるべきと考えるので、パネルが 16 の措置が「個別に」SPS 措置を構成するとして
いる点について上訴する。植物を保護する効果を高めるための「附属的な手続（ancillary 
processes） 」は、それに関連する主たる措置と一緒に SPS 措置とされるべきである
（paras.12-13） 。豪州は、16 の措置ではなく 4 つの措置であると主張する：すなわち、火
傷病については 2 つ（園地検査と、果実の殺菌消毒） 、がん腫病については 1 つ、リンゴ
タマバエについては 1 つ（3000 の果実からのサンプル調査） （para.15） 。 
被上訴国（NZ）の主張   







用される（applied to protect） 」措置を対象にするとしており、これは「目的や意図」を意
味しており、 「措置」と「保護される利益」の関係が重要となる（paras.171-172） 。ここで、
















３－２  第 5 条 1 項   6
NZ の主張 




  豪州の IRA は、第 5 条 1 項に基づいた適切なリスク評価である（para.7.234） 。 
パネルの判断 
（１）火傷病について 
  ・ ８つの輸入ステップ4 
①  輸出元の NZ 園地に火傷病菌が存在する可能性について 
→病菌が常に輸出元の NZ 園地に存在するという豪州の評価は、科学的証拠
によって十分に基礎づけられておらず、 一貫して客観的でない （para.7.259） 。  










保つことによってかなり細菌の数を減らせると主張）   
  → ×  NZ は、豪州の IRA 評価が過剰であるという立証ができていない
（paras.7.305-306） 。 










⑦  感染していないリンゴが輸送過程において感染する可能性について 
→豪州の IRA は、外部から汚染される可能性についての科学的証拠を提示し
                                                  
4  IRA はリスク評価の中で、病菌が伝播経路となる地点を 8 つに分けて、感染する可能性について検討
している。   7
ていない（paras.7.341-342） 。 
⑧  感染したリンゴが豪州の国境を越えてからも感染したままの状態にある可能
性について→×  NZ は IRA の評価が問題であることを立証していない
（para.7.349） 。 
    ・侵入、定着、蔓延の可能性について 
      →上記の判断のとおり、IRA の評価のいくつかに関し、病気の侵入、定着、蔓延の
可能性について豪州は科学的証拠に基づいておらず、一貫して客観的な評価を行
っていない（para.7.448） 。 














したままの状態である可能性について   

































  ・パネルは、IRA の結論において専門家の判断がどのように使われたのか豪州に説明を
求めたが、そのような説明義務は第 5 条１項にはない（para.24） 。 
・パネルは IRA の結論における欠陥を評価していない（para.25） 。 
被上訴国（NZ）の主張 
  上記の豪州の主張は、 IRAをパネルの適切な評価から逃れさせるものである （para.63） 。 
上級委の判断 
 ・ 第 5 条１項における審査基準について：EC のホルモン牛肉 II 事件において上級委は
審査基準について次のように述べている。すなわち、パネルは「リスク評価が一貫した理
由付けと尊重できる科学的証拠によって支持されていて客観的に正当化できるかどうか」












第 5 条 1 項の義務の評価ができないことになる。本パネルは適切な審査基準のもとで判断
をしている（paras.229-230） 。 
  ・専門家の判断（expert judgment）の使用に関するパネルの判断について：豪州は、  9
第 5 条１項の「それぞれの状況において適切なもの（as appropriate to the 
circumstances） 」という用語は、科学的証拠が少ない場合にリスク評価を行うにあたって




















  DSU 第 11 条の客観的評価に従っていない、という豪州の主張は認められない。パネル
には証拠の評価において裁量がある（para.85） 。 
上級委の判断 
  ・専門家の証言の取り扱いについて：EC ホルモン牛肉事件において上級委は、証拠を
「意図的に無視」したり「考慮することを拒否」したりすることは、客観的評価をする義












価を無効とするものではない（para.276） 。   10




に関する Dr. T. Deckers の証言について（豪州は、IRA による暴露評価が正しいと博士は
述べているというが） 、本パネルは証言を無視しているとは言えない（para.293） ；③火傷
病による生物学上・経済学的影響の可能性に関する Dr. T. Deckers と Dr. J.P. Paulin の証
言について（豪州によれば、IRA の影響評価が過大評価であるという Dr. Paulin の証言を
本パネルはただ複製しているというが） 、本パネルは新規の審査をしたのではなく Dr. 
Paulin の見解を使って、IRA の結論が一貫して客観的であるかを審査した（para.302） ；
④「成熟した病徴のない」リンゴだけを輸入する措置に関する Dr. T. Deckers の証言につ
いて（豪州によれば、そうした措置は豪州の保護水準を充たさないと述べた博士の証言を
本パネルは却下したというが） 、 本パネルは、 Dr. T. Deckersのほかの証言とDr. J.P. Paulin
の証言をもとに異なる結論に達したのであり、証言を無視してはいない（para.307） ；⑤




の可能性に関する Dr. J. Cross の証言について（豪州は、博士は豪州の結論は客観的で信
用できると述べたというが） 、本パネルは博士が指摘する「気候上の要因」を IRA が評価
していないという点に基づいて審査しており、証言を無視していない（para.312） 。 
 
３－４  第 5 条 5 項  整合性の要件（上訴なし）  
NZ の主張 
  豪州は、比較可能な状況において異なる保護水準を適用している。一つは、①NZ のリ
ンゴの火傷病菌のリスクと日本のナシの火傷病菌のリスク、もう一つは、②NZ のリンゴ
のがん腫病のリスクと日本のナシの灰星病菌のリスクが比較可能であるが、保護水準に恣
意的で不当な区別がある（para.7.909） 。   
豪州の主張 
  NZ は第 5 条 5 項違反の 3 要件について立証しなければならない（para.7.911） 。 
パネルの判断 



















れを第一要件ではなく、 第 5 条 5 項の第二要件において検討することとする
（paras.7.979-980） 。 
 第5 条 5 項の第二要件は、 「保護水準の違いが、恣意的で不当な区別をもたらしている
か」どうかである。本パネルは、実際にどのような措置が適用されており、それがどのよ
うなリスクを反映しているかを検討することで、これを検証する（para.7.988） 。 
NZ は、 ②NZ のリンゴのがん腫病のリスクと日本のナシの灰星病菌のリスクを比較する
と、後者のリスクのほうが大きいと主張するが、豪州はそのリスクは低いと主張している
（para.7.933） 。本パネルが、２つの状況のリスクを 7 点において比較したところ（病気の
侵入の状況；生物学的・経済的影響；宿主植物の種類や数；輸出地における病気の存在；
豪州における病気の存在；貿易量；既存の規制措置） 、いくつかの要因については日本ナシ
に関してリスクが高く、 またいくつかの要因については NZ リンゴについてリスクが高く、
全体としては mixed picture である（para.7.1079） 。従って、2 つの状況のリスクを比較
する十分な証拠がない（para.7.1043） 。 
  次に①NZ のリンゴの火傷病菌のリスクと日本のナシの火傷病菌のリスクについて、NZ
は、豪州は NZ のリンゴについてはリスクの除去を徹底して行っているのに対して、日本
のナシについては寛容な措置をとっていると主張する（para.7.1047） 。豪州は、日本のナ
シの侵入・定着・蔓延のリスクは大きくないと主張している （para.7.1048） 。 本パネルが、
2 つの状況のリスクを 3 点において比較したところ（輸出地における病気の存在；豪州に
おける病気の存在；生物学的・経済的影響と宿主植物の数） 、日本のナシのリスクのほうが
全体として低いと言える（para.7.1084） 。NZ が主張するような 2 つのリスクが比較可能
な状況は証明されていない（para.7.1085） 。 
 
３－５  第 5 条 6 項  必要性の要件 
NZ の主張 
  NZ は、火傷病、がん腫病、ALCM、全体措置について、それぞれ代替措置があると主
張する。     
豪州の主張 
  豪州は、NZ の主張する代替措置は豪州の保護水準を充たさないと考える。 
パネルの判断 




だし全体措置については、第 3 要件の貿易制限性から検討する（para.7.1108） 。 
（１）火傷病について：代替措置・・・ 「成熟した病徴のない」リンゴだけを輸入する措置 
・豪州の保護水準を充たすかどうか 
  この要件を検討するにあたって、本パネルは、新規の審査をせずに（para.7.1134） 、NZ
の主張する代替措置が豪州の保護水準を充たすものであるか、十分な証拠があるかどうか
を検討する（para.7.1137） 。そのために、第１に、NZ リンゴの輸入について、豪州が、
リスク評価を過大評価しているかどうかという点をみる（para.7.1143） 。第 2 に、より直
接的な検証として、代替措置が、豪州の保護水準がめざすようなリスクの低減を達成する

























（３）ALCM について：代替措置・・・１輸入枠について 600 の生果実をサンプルとして
検査する措置 
・豪州の保護水準を充たすかどうか：豪州の IRA はこの代替措置が保護水準を充たすかど
うか既に検討しているが、その IRA のリスク評価には問題がある（paras.7.1299-1300） 。  13






④  全体措置について（措置 15  豪州検疫査察庁の植物防疫官の立ち会い；措置 16  標準的な商業
慣行の確保；措置 17  梱包施設内の配置説明） ：代替措置・・・豪州検疫査察庁による、 「成熟し
た病徴のない」リンゴを確保するためのシステムと、600 個のサンプル検査 
・代替措置がより貿易制限的でない措置かどうか：本パネルは、措置 15、16、17 に比べ
て、NZ の主張する代替措置がより貿易制限的でないと NZ が立証しているとは考えるこ
とはできない（paras.7.1393, 1399-1400） 。 
上訴国（豪州）の主張 
  2 つの代替措置 （火傷病については、 「成熟した病徴のない」 リンゴだけを輸入する措置；




とを NZ は立証しなければならないが、保護水準を充たす可能性がある（could or might 
achieve）というレベルでは十分ではない。パネルは IRA の科学的証拠が不十分であると
いう第 5 条 1 項を検討結果に基づいて、 保護水準が充たせると誤って判断した （para.56） 。 
被上訴国（NZ）の主張 
  パネルは第 5 条 1 項の結論以外の、NZ の主張や専門家の意見を聞いて、判断を行って
おり、代替措置が豪州の保護水準を十分に超えるものであると判断した（para.96） 。 
上級委の判断 




条 1 項と 6 項は別個のもので、法的に独立した義務である（para.354） 。パネルは、代替























することはない（para.380） 、という NZ の主張について様々な証拠をつかって議論を
してはいるが、 それらについて確定的で明確な結論を出していない （para.381, “[I]t did 







・ALCM の代替措置について：①NZ リンゴの ALCM 感染のレベルは生物学的に重大な
レベルではない（para.395） 、②果実は収穫・出荷・輸送の過程で ALCM に感染すること
はない（para.396） 、③NZ リンゴの ALCM 感染レベルはとても低いので、それが豪州に





   
３－６  附属書 C（１） （a） 「手続の不当な遅延」 
NZ の主張 
  N Zは 4 度目の輸入許可を豪州に 1999 年に申請したが、豪州の許可手続が終了（IRA
を完了）したのは 2006 年であった。つまり問題の 17 の措置は、不当な遅れをもって定め
られ採用された（developed and adopted）のである（paras.7.1412, 1427） 。 
豪州の主張 
  IRA に時間を要したことは特異なことではなく通常の手続にすぎない
（paras.7.1416-1417） 。 
パネルの判断   15
  NZ のパネル設置要請には 17 の措置は特定されているが、17 の措置に遅れが出ている
ことについての言及はない（para.7.1469） 。手続の遅延の問題が、附属書 C（１）違反を
構成する可能性はあるが（para.7.1472） 、本パネルの裁定は、特定された 17 の措置に関
してなされており、手続の問題は別である（para.7.1473） 。NZ は、附属書 C（１）の文
脈において、パネル設置要請に、措置を適切に特定していない（para.7.1474） 。 
上訴国（NZ）の主張 






  本パネルはまず NZ の請求は 17 の措置に特定されていることを確認したが、 NZ の主張
は、17 の措置を採る手続が不当に遅延しているというものであり、NZ のパネル設置要請
にはその手続については言及されていなかったので、問題となっている措置を NZ は特定
しておらず、NZ の請求はパネルの付託事項外であると判断した（para.413） 。DSU の第 6
条 2 項によれば、申立国は、 「問題となっている特定の措置」と「申立ての法的根拠」を
明示しなければならない。 つまり、 「措置」 と 「請求」 は別個のものである （paras.416-417） 。
本パネルの問題は、まず「措置」と「請求」を混同したような述べ方をしている点である
（NZ が「措置」を特定しているかどうかをみながら、NZ の「請求」はパネルの付託事項





  それでは上級委において審査を完結できるかどうか検討する。附属書 C（１） （a）と第
8 条は、 「手続」に関する義務であり、その手続が不当に遅延しているかどうかは、漠然と
は検討できず、ケースバイケースに行われなければならない（para.438） 。上級委は、16
の措置が全体としてあるいは個別に、附属書 C（１） （a）と第 8 条に違反しているかどう
か検討したところ、まず 16 の措置は特定の要件を構成しており、措置を採るためのプロ
セスを構成しているものではないので、NZ が 16 の措置に言及するだけでは、それがどの
ように手続の問題を構成しているのか理解できない（para.439） 。また NZ は、16 の措置
が「管理、検査及び承認の手続」のどのタイプにあたるのか特定しておらず、16 の措置が
どのように直接的あるいは間接的に違反を構成しているのか主張していない（para.440） 。




４．  解説 
４－１  本件の位置づけ： 「日本のリンゴ検疫事件」との関係   16
火傷病とは、Erwinia amylovora（エルビニア･アミロボーラ）という細菌（以下「火傷
病菌」という）による植病である。本件と、過去の日本のリンゴ検疫事件との関係は次の
とおりである。 日本の事件で問題となった措置は、 ①輸出園地の指定；②園地周囲に 500m
の緩衝地帯設置；③年 3 回の園地検査；④リンゴの表面、梱包施設の殺菌処理であった。
無病園地の確保と、殺菌処理という点において、豪州の措置と似ていた。日本の事件で、
（これら措置に代えて）履行確認パネルにおいて最後に代替措置（第 5 条 6 項）として認
定されたのは（これは最終的に日本がとった措置でもある） 、 「成熟した病徴のない」リン




















４－２    実体法上の論点 
（1）  第 5 条 1 項の「リスク評価に基づく」義務の内容と審査基準 
                                                  
5  日本リンゴ検疫事件パネル para.8.153.  しかし専門家は一同に、 日本の島国と気候の特徴を考えれば、
検疫措置を一度に撤廃することには賛成できないとしていた（para.8.173） 。 
6  日本リンゴ検疫事件パネル paras.8.151, 153.  原パネルはこの点について配慮を示していた（(“Indeed, 
we recall that the experts considered … that it would be appropriate not to export apples from 
(severely) blighted orchards and that they would not be comfortable with a complete and immediate 
removal of the phytosanitary measures imposed by Japan…”) para.8.226） 。 
7  Japan — Measures Affecting the Importation of Apples, Recourse to Article 21.5 of the DSU by the 
United States, Panel Report, WT/DS245/RW, adopted 20 July 2005. 
8  日本リンゴ検疫事件履行確認パネル para.8.71. 
9  同上 para.8.89. 
10  同上 paras.8.95-97. 
11  Gavin Goh, “Tipping the Apple Cart: The Limits of Science and Law in the SPS Agreement after 
Japan – Apples,” 40 Journal of World Trade 655, 682-683 (2006).   17
第 5 条 1 項についてのパネルの「審査基準」については、先の EC のホルモン牛肉 II
事件の上級委が詳しく議論を展開した。パネルの役割は、措置がリスク評価に「基づいて
いる」かどうかを DSU 第 11 条により「客観的評価」をすることであることは前から指摘
されていたことであるが、具体的にパネルは①リスク評価のもととなった「科学的基礎
（scientific basis） 」を特定すること（ここで加盟国は少数意見に基づくことが可能） ；②
その科学的基礎が「信頼できる情報源」からきているかを検証すること；③科学的基礎か
ら説明される 「理由付け （reasoning） 」 が 「客観的で一貫している （objective and coherent」 」
かどうかを判断すること（従ってリスク評価における結論が措置を十分に支持するもので
あることの判断） 、の 3 段階である（下記・図を参照）12。 
上述の第 5 条 1 項の審査基準の大枠は、初期に EC ホルモン牛肉事件上級委13によって
リスク評価に「基づく」措置かどうかを判断する基準として既に示されていたところと変
わりがない。例えば、 「信頼できる情報源（qualified and respected sources） 」であれば主
流の見解や多数見解ではなく「少数意見（divergent minority opinion） 」に基づいてもよ
いとされていたし14、リスク評価と措置に「合理的関係（rational relationship） 」がある
こと－すなわち、リスク評価が措置を「合理的に支持（reasonably support） 」し、 「十分
に保証（sufficiently warrant） 」するものであることが求められていた15。 
この初期の枠組みと、EC のホルモン牛肉 II 事件の上級委が示した審査基準の違いは、
後者のほうが、 より審査の順序を手続的に示し、 より分かりやすくした点にあると言える16。




（considered to be legitimate science according to the standards of the relevant 




「正当でさえあれば、 科学者コミュニティで広くシェアされたものでなくともよい」 、と い
う考えを示したものではなかったか、と思われる。つまり、3 段階の審査基準は、性質的
には「①②科学的基礎」と「③理由付け・結論」に分けられ、①②についてパネルは国内
                                                  
12  EC ホルモン牛肉 II 事件上級委 paras.591, 598, 601. 
13  European Communities – Measures Concerning Meat and Meat Products (Hormones), Panel Report, 
WT/DS26/R, WT/DS48/R, as modified by the Appellate Body Report, WT/DS26/AB/R, WT/DS48/AB/R, 
adopted 13 February 1998. 
14  同上 para.194. 
15  同上 para.193. 
16  この審査基準について、Jacqueline Peel, Science and Risk Regulation in International Law 
(Cambridge University Press, 2010), p.217  はこれまでよりも「手続的」であると評価し、また Michael 
M Du, “Standards of Review under the SPS Agreement after EC- Hormones II,” 59 International and 
Comparative Law Quarterly 441, 453 (2010)  はこれまでと異なり「新しい」と述べている。 
17  EC ホルモン牛肉 II 事件上級委 para.591. 








ルは、 「正当な科学（legitimate science） 」によって基礎付けられているかをみるだけなの
で（比較的、表面的な審査） 、なるべく多くの政府判断を①②の段階に含めてしまおうとい
う試みであったようにみえる（例えば上級委 para.217） 。しかし本件上級委は、 「科学的基
礎」と「理由付け・結論」をはっきり区別し、 「理由付け・結論」に含まれるものはそれと
して扱われ、 「客観的で一貫している」 かどうかのパネルの審査を受けるとしたのである （上










（図）EC のホルモン牛肉 II 事件上級委が示した第 5 条 1 項の審査基準 
 
・科学的基礎についてパネルは国内のリスク評価者の判断に代わって評価してはならない 
①  リスク評価のもととなった「科学的基礎（scientific basis） 」を特定するこ
と（ここで加盟国は少数意見に基づくことが可能） 
②  その科学的基礎が「信頼できる情報源」からきているかを検証すること 





     ←この段階においてパネルは、措置と科学的基礎の「合理的な関係」 
について審査・評価が可能 
③科学的基礎から説明される「理由付け（reasoning） 」が「客観的で一貫して
いる（objective and coherent」 」かどうかを判断 
・ （措置の根拠となっている）最終的な結論（ultimate conclusions） 
 
（2）  専門家の証言の取り扱い   19
さらに、上述の「理由付け」の審査に関連して重要なのは、それを審査する際に専門家
の証言をどのように用いるかという点である。専門家の証言の取り扱いについては、EC
のホルモン牛肉 II 事件の上級委が、 上述の審査基準の議論において触れている。 すなわち、
3 段階の審査基準に従う過程において、まず、リスク評価のもととなった「科学的基礎」





















については 1～2 名であった。 
問題なのは、異なる科学的見解がいくつか存在する場合であり、EC のホルモン牛肉 II
事件のパネルが誤りをおかしてしまったように、 しばしばパネルは少数の専門家に 「主流」
                                                  
19  EC ホルモン牛肉 II 事件上級委 para.598. 
20  同上 paras.601, 592. 
21  同上 paras.603, 612. 
22  ECホルモン牛肉事件上級委para.138(“The Panel cannot realistically refer to all statements made by 
the experts advising it and should be allowed a substantial margin of discretion as to which 
statements are useful to refer to explicitly.”). 
23  同上 para.139. 
24  Robert Howse, “Democracy, Science, and Free Trade: Risk Regulation on Trial at the World Trade 
Organization,” 98 Michigan Law Review 2329, 2345-2346 (2000); Antonia Eliason, “Science versus 
Law in WTO Jurisprudence: The (Mis)Interpretation of the Scientific Process and the (In)sufficiency 
of Scientific Evidence in EC-Biotech,” 41 NYU International Law and Politics 341, 383-384 (2009). 
25  なおこれまでの専門家の数は、EC ホルモン牛肉事件 6 人、エビ海亀事件 5 人、豪州サケ検疫事件 4
人 （再パネル 3 人） 、 日本農産物検疫事件 3 人、 アスベスト事件 4 人、 日本リンゴ検疫事件 4 人であった。
Joost Pauwelyn, “The Use of Experts in WTO Dispute Settlement,” 51 The International and 












（3）  第 5 条 6 項のパネル認定が上級委により取り消された点について 
これまでの SPS 紛争でも、たびたび上級委員会が、パネルの認定した第 5 条 6 項違反
を誤りであるとし、上級委員会も違反を認定しないという事態が起きてきた（例えば、豪
州のサケ検疫事件、日本の農産物検疫事件。なお、日本のリンゴ検疫事件においてはパネ
ルが訴訟経済で第 5 条 6 項の検討をしなかった） 。本件においても同じ事態になり、本件
では結果的に、豪州の措置は SPS 協定第 5 条 1 項違反と認定されたが、第 5 条 6 項の代
替措置の法的認定ができないという残念な事態になったため、日本のリンゴ検疫事件と同
様に再び履行措置について争いが生じ、履行確認パネルまで継続する可能性が残っている











                                                  




27  Pauwelyn, supra note 25, p.362 (“Most substantive legal criteria involving scientific evidence are 
fulfilled as soon as a solid minority opinion can be pointed at.”). 
28  Peel, supra note 16, p.218(“[Panels] will still be relying heavily on their advising experts to help 
them identify what evidence should or should not be considered ‘legitimate science’ an evaluation 
which may well gravitate towards peer-reviewed studies or data that have widespread acceptance in 
the relevant scientific community.”). 
29  但し、2011 年 2 月 16 日の報道で、ジュリア・ギラード豪州首相が WTO の裁定に従うと発言したと
される。   21
ではなく、リスクに沿った代替措置の導入が可能であるというものであったのかもしれな
い。保護水準とリスクの関係にこだわった帰結として、本パネル報告では、第 5 条 1 項の
ときの判断が多分に引用され、専門家の意見を何度も記載し過ぎてしまうという事態にな
った（とにかくその部分のページ数が多い） 。 
それに対して上級委は、 「第 5 条 1 項と、第 5 条 6 項は別個のもので、法的に独立した
義務である」として、本パネルのアプローチを批判した。代替措置が保護水準を充たすか
どうかの判断において、第 5 条 1 項のリスク評価に関する判断が参考になることは確かで
あろう （それは本件の上級委も認めるとおりである－paras.364-65） 。 例えば過去の日本の
リンゴ検疫事件の履行パネルにおいても、第 5 条 6 項の保護水準の判断で、先に行われた




それでは、上級委は 6 項の判断を完了できなかったのだろうか。上級委は、 「代替措置
によってリスクがきわめて低くなるとパネルが考えていたと思われるいくらかの示唆
はあるが、 確定的な結論はもたらされていない」 として、 判断を完了できないとした。
確かに上級委がいうとおり、本パネルは専門家の見解をそのまま引用している箇所が
多く、 パネル自身の結論がはっきり書かれていないところがある。 それは本パネルが、




（4）上訴されなかった第 5 条 5 項について 
  これまでの SPS 紛争においても、第 5 条 5 項違反が認定されたのは１件だけ、豪州の
サケ検疫事件31だけであり、 この条項も違反認定を獲得するのが難しいものの一つである。
本件においてもパネルで違反は認められず、NZ も上訴しなかった。第 5 条 5 項の適用に
ついては、SPS 委員会で作成されたガイドライン32もあり、比較的、枠組みがはっきりし
ている。適用のための 3 要件は、①「比較可能な状況における」 「異なる保護水準」の存
在；②保護水準の違いが、恣意的で不当な区別をもたらしていること；③その区別が、差
別または国際貿易の恣意的な制限をもたらしていること、の 3 つである。 
この 3 要件の中で、①の要件の、何を「比較可能な状況」であると特定するかが重要で
あり33、原文では “different situations”  （「異なる状況」）となっているが  実際はこ
                                                  
30  日本リンゴ検疫事件履行確認パネル para.8.193. 
31  Australia — Measures Affecting Importation of Salmon, Panel Report, WT/DS18/R, as modified by 
the Appellate Body Report, WT/DS18/AB/R, adopted 6 November 1998. 
32  WTO, “Guidelines to Further the Practical Implementation of Article 5.5,” G/SPS/15, 18 July 
2000. 
33  Jeffery Atik, “The Weakest Link: Demonstrating the Inconsistency of Appropriate Levels of 
Protection in Australia-Salmon,” 24 Risk Analysis 483, 489 (2004) (“In the end, Article 5.5 cases will 




とされている35。本件は、 （ア）のケースとして、 （a）NZ のリンゴの火傷病菌と日本のナ
シの火傷病菌、 （b）NZ のリンゴのがん腫病と日本のナシの灰星病菌、という 2 つの状況
が検討された。   














上級委が指摘したように、①17 の措置が特定され、②それら措置の附属書 C（１） （a）
違反の請求があれば、パネルの付託事項となるのであって、本パネルはこの問題を付託事
項外とすべきではなかったであろう。しかし実際に上級委が違反かどうかの検討を試した
ものの、 「①17 の措置→②附属書 C（１） （a） 」違反を構成することの立証が NZ 側にない






       
４－３    今後の SPS 紛争への含意 
     本件が残した今後のSPS紛争の含意について2点指摘しておきたい。 まず第１点として、
どのようなリスクを扱っているのか、個別事案によって多少、問題の難しさが異なる傾向
                                                  
34  EC ホルモン牛肉事件上級委 para.217. 
35  豪州サケ検疫事件パネル para.8.117. 
36  豪州サケ検疫事件では比較可能な状況において同じ病原菌が問題となった。豪州サケ検疫事件パネル
para.8.122. 
37  Michael M Du, “Autonomy in Setting Appropriate Level of Protection under the WTO Law: 
Rhetoric or Reality,” 13 Journal of International Economic Law 1077, 1085 (2010).   23









を SPS 協定整合的に変更しようとしないのであれば DS に訴えたほうが （訴訟費用等のコ










 第 2 点目として、第 5 条 1 項の「審査基準」がどれほど規制国に厳しいか（あるいは緩
やかなのか）という点の見極めは本件ではできず、将来の案件に持ち越されたということ








                                                  
38  Peel, supra note 16, p.373 (“The risk situation continuum … provides useful criteria for 
distinguishing different types of SPS risk concerns.”). 
39  Goh, supra note 11, p.684 (“Prior to the Japan-Apples Article 21.5 Panel Report, it was probable 
that New Zealand would have accepted the substantially less trade restrictive 2004 draft IRA 
measures.”). 
40  Peel, supra note 16, p.374 (“[D]isputes over risks characterized by low certainty and low consensus 
will generally be unsuited to resolution via international decision-making processes.”); Goh, supra 
note 11, p.680 (“[T]he current rules and dispute settlement system are less effective in resolving 
disputes involving fundamental disagreement over the existence of an identifiable risk to life or 
health. Such disputes are often highly politicized and require political rather than legal responses.”). 
41  なお提出されるリスク評価の時点は、遺伝子組換え産品事件パネルにおいて、第 5 条 1 項の場合はパ
ネル設置時点、 7 項の場合は措置採用の時点であるとされている。 EC 遺伝子組換え産品事件パネル paras. 













って、第 5 条 1 項の審査基準の実際の運用、すなわち柔軟性の見極めは、次に報告書が発
出される SPS ケースに委ねられている。 
 
                                   （以上） 
                                                  
42  Peel, supra note 16, p.218. 
43  前掲註 6 参照。 